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まえがき

　　本書は，サイトバンカ設備の管の耐震計算について説明するものであり，以下より構成

　される。

　　 (Ⅰ) 基本方針

　　 (Ⅱ) 計算書
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（Ⅰ）　基本方針
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1. 一般事項 

1.1 概要 

本書は，サイトバンカ設備の管の耐震計算の基本方針について説明するものである。 

なお，計算対象は管及び管に取り付く支持構造物とする。 

 

1.2 適用規格・基準等 

 本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 
・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 
・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版 （（社）日本電気協会） 
・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設計・

建設規格」という。） 
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2. 耐震支持設計方針 

  管及び管に取り付く支持構造物を含む配管系の設計は，管経路の設計，支持構造物配置の設計，

支持構造物構造の設計の手順で実施する。各設計項目における設計方法を以下に示す。 

 

2.1 管経路の設計 

管経路は建物形状，機器配置や系統設計条件を考慮するとともに，保守点検性の確保を考慮

して決定する。この際，管内部にドレン溜りやエアポケットが生じることのないようにする。 

なお，次項の支持構造物配置の設計において，管経路の変更が必要であると判断された場合

は，管経路の再検討を実施する。 

 

2.2 支持構造物配置の設計 

   支持構造物配置の検討に当たっては，三次元多質点系はりモデルによる解析を実施する。解

析においては，原則として，固定点から固定点までを独立した 1つのブロックとして配管系を

モデル化し，配管系の固有値，並びに自重や地震等により管及び支持点に作用する荷重を算定

する。なお，支持構造物の配置は，建物との共振のおそれがない配置となるよう決定する。 

支持構造物配置の成立性確認として，以下に示す項目を確認する。 

 

(1) 配管系の固有値を確認し，配管系が建物との共振のおそれがないことを確認する。 

(2) 解析により算定した管に作用する荷重に基づき計算した管の応力が，許容応力以下となる

ことを確認する。 

(3) 解析により算定した支持点荷重が過大でないことを確認する。 

(4) 建物や他構造物の配置を考慮した上で，解析上の支持点に支持構造物が設置可能であるこ

とを確認する。 

 

確認の結果，上述の条件を満たさない場合は，支持構造物配置の再検討を実施する。支持構

造物配置の再検討で成立性確認が困難と判断される場合は，必要に応じて管経路の再検討を実

施する。 

なお，解析は計算機コード「ＨＩＳＡＰ」により実施する。また，配管系の解析モデル作成

に当たっては，以下を考慮する。 

 

(1) 配管系は三次元多質点系はりモデルとし，曲げ，せん断，ねじり及び軸力に対する剛性を

考慮する。 

(2) 弁等の偏心質量がある場合には，その影響を評価できるモデル化を行う。また，弁の剛性

を考慮したモデル化を行う。 

(3) 同一モデルに含める範囲は，原則として固定点から固定点までとする。 

(4) 分岐管がある場合には，その影響を考慮できるモデル化を行う。ただし，母管に対して分

岐管の径が十分に小さく，分岐管の振動が母管に与える影響が小さい場合にはこの限りでは

ない。 

(5) 質点は応力が高くなると考えられる点に設定するとともに，代表的な振動モードを十分に
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表現できるように，適切な間隔で設ける。 

(6) 配管の支持構造物は，以下の境界条件として扱うことを基本とする。 

a. レストレイント：拘束方向の剛性を考慮する。 

b. アンカ：6方向の剛性を考慮する。 

(7) 配管系の質量は，配管自体の質量の他に弁等の集中質量，保温材等の付加質量及び管内流

体の質量を考慮する。 

(8) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(9) 解析においては，以下に示す荷重条件を考慮する。 

a. 内圧 

b. 機械的荷重（自重その他の長期的荷重） 

c. 地震荷重（配管系重心レベル上階の静的震度による慣性力） 

 

2.3 支持構造物構造の設計 

支持構造物は，三次元多質点系はりモデルによる配管系の解析により算定した自重，地震等

による支持点荷重が作用した際に生じる応力が，許容応力以下となるよう構造を決定する。ま

た，建物と共振しないように十分な剛性を有する構造とする。 

本工事範囲において使用する支持構造物の種類，機能及び用途を表 2－1に示す。 

 

表 2－1 支持構造物の種類，機能及び用途 

種類 概略図 機能 用途 

アンカ 
変位及び回転を完

全に拘束する。 

配管系の解析におけ

る解析モデルの境界

点として固定点を設

ける際に使用する。 

レストレイント 

 

一定方向の変位を

拘束する。 

管に作用する慣性力

により生じる応力の

低減を目的として，変

位を拘束する際に使

用する。 
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3. 計算方法 

3.1 荷重の組合せ 

耐震計算において考慮する荷重の組合せを表 3－1に示す。 

 

表 3－1 荷重の組合せ 

設備 管クラス 耐震重要度分類 荷重の組合せ 許容応力状態

サイトバンカ設備 クラス３管 Ｂ Ｄ＋Ｐｄ＋Ｍｄ＋ＳＢ ＢＡＳ 

注：本表に使用する記号について，Ｄは死荷重，Ｐｄは当該設備に設計上定められた最高使用圧力

による荷重，Ｍｄは当該設備に設計上定められた機械的荷重，ＳＢはＢクラスの設備に適用され

る静的地震力，ＢＡＳはＢクラス設備の地震時の許容応力状態を示す。 

 

3.2 管の耐震計算 

許容応力状態ＢＡＳにおける一次応力が許容応力以下であることを確認する。 

計算式を以下に示す。また，計算式の記号説明を表 3－2 に示す。 

 

Ｓｐｒｍ＝Ｐ・Ｄｏ／4・ｔ＋0.75・ｉ1・(Ｍａ＋Ｍｂ)／Ｚ ≦Ｓｙ＊ 

 

注記＊：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと 1.2・Ｓの

うち大きい方の値とする。 

 

表 3－2 計算式の記号説明（管の耐震計算） 

記号 単位 定義 

Ｄｏ mm 管の外径 

ｉ1 ― 
応力係数で設計・建設規格 PPC-3810 に規定する値又は 1.33 のいずれか大き

い方の値 

Ｍａ N･mm 管の機械的荷重（自重その他の長期的荷重に限る。）により生じるモーメント

Ｍｂ N･mm 管の機械的荷重（地震を含めた短期的荷重）により生じるモーメント 

Ｐ MPa 地震と組合せるべき運転状態における圧力 

Ｓ MPa 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に規定する材料の最高使用温度にお

ける許容引張応力 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

Ｓｙ MPa 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に規定する材料の設計降伏点 

ｔ mm 管の厚さ 

Ｚ mm3 管の断面係数 
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3.3 支持構造物の耐震計算 

許容応力状態ＢＡＳにおける一次応力が許容応力以下であることを確認する。 

計算式を以下に示す。また，計算式の記号説明を表 3－3 に示す。 

 

  (1) 部材 

a. 引張応力 

σｔ＝Ｆｔ／Ａ ≦1.5・ｆｔ 

b. せん断応力 

(a) 管軸直角方向（Ｙ方向，Ｚ方向） 

τｙ＝Ｆｙ／Ａｙ ≦1.5・ｆｓ，τｚ＝Ｆｚ／Ａｚ ≦1.5・ｆｓ 

(b) ねじり 

τｐ＝Ｍｐ／Ｚｐ ≦1.5・ｆｓ 

c. 圧縮応力 

σｃ＝Ｆｃ／Ａ ≦1.5・ｆｃ 

d. 曲げ応力（管軸直角方向（Ｙ方向，Ｚ方向）） 

σｂｙ＝Ｍｙ／Ｚｙ ≦1.5・ｆｂ，σｂｚ＝Ｍｚ／Ｚｚ ≦1.5・ｆｂ 

e. 組合せ応力 

√(σ2＋3・τ2) ≦1.5・ｆｔ，σ＝σｔ＋σｂｙ＋σｂｚ，τ＝√(τｙ
2＋τｚ

2)＋τｐ 

 

  (2) 溶接部 

a. 引張応力 

σｔ＝Ｆｔ／Ａｗ ≦1.5・ｆｓ 

b. せん断応力 

(a) 管軸直角方向（Ｙ方向，Ｚ方向） 

τｙ＝Ｆｙ／Ａｙｗ ≦1.5・ｆｓ，τｚ＝Ｆｚ／Ａｚｗ ≦1.5・ｆｓ 

(b) ねじり 

τｐ＝Ｍｐ／Ｚｐｗ ≦1.5・ｆｓ 

c. 曲げ応力（管軸直角方向（Ｙ方向，Ｚ方向）） 

σｂｙ＝Ｍｙ／Ｚｙｗ ≦1.5・ｆｓ，σｂｚ＝Ｍｚ／Ｚｚｗ ≦1.5・ｆｓ 

d. 組合せ応力 

√(σ2＋τ2) ≦1.5・ｆｓ，σ＝σｔ＋σｂｙ＋σｂｚ，τ＝√(τｙ
2＋τｚ

2)＋τｐ 
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表 3－3 計算式の記号説明（支持構造物の耐震計算） 

記号 単位 定義 

Ａ mm2 部材の断面積 

Ａｗ mm2 溶接部の断面積 

Ａｙ,Ａｚ mm2 部材の有効せん断面積（Ｙ方向，Ｚ方向） 

Ａｙｗ,Ａｚｗ mm2 溶接部の有効せん断面積（Ｙ方向，Ｚ方向） 

Ｆｃ N 圧縮荷重 

Ｆｔ N 引張荷重 

Ｆｙ,Ｆｚ N せん断荷重（Ｙ方向，Ｚ方向） 

ｆｂ MPa 許容曲げ応力 

ｆｃ MPa 許容圧縮応力 

ｆｓ MPa 許容せん断応力 

ｆｔ MPa 許容引張応力 

Ｍｐ N･mm ねじりモーメント 

Ｍｙ,Ｍｚ N･mm 曲げモーメント（Ｙ方向，Ｚ方向） 

Ｚｐ mm3 部材の極断面係数 

Ｚｐｗ mm3 溶接部の極断面係数 

Ｚｙ,Ｚｚ mm3 部材の断面係数（Ｙ方向，Ｚ方向） 

Ｚｙｗ,Ｚｚｗ mm3 溶接部の断面係数（Ｙ方向，Ｚ方向） 

σ MPa 組合せ応力（引張方向） 

σｂｙ,σｂｚ MPa 曲げ応力（Ｙ方向，Ｚ方向） 

σｃ MPa 圧縮応力 

σｔ MPa 引張応力 

τ MPa 組合せ応力（せん断方向） 

τｐ,τｙ,τｚ MPa せん断応力（ねじり，Ｙ方向，Ｚ方向） 

 

3.4 計算精度と数値の丸め方 

   計算精度は 6桁以上を確保する。表示する数値の丸め方は表 3－4に示すとおりとする。 

 

表 3－4 表示する数値の丸め方 

項目 数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

鳥瞰図 寸法 mm 小数点第 1位 四捨五入 整数位 

評価結果 

計算応力 MPa 小数点第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊ MPa 小数点第 1位 切捨て 整数位 

支持点荷重 kN,kN･m 小数点第 1位 切上げ 整数位 

注記＊：設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5及び表 8 に記載された温度の中間における許容 

応力は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。
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4. 計算書の構成 

  サイトバンカ設備の管は，安全重要度クラスⅢのＢクラスに属することから，以下に示す構成

で計算書を作成するものとする。 

  

(1) 概要 

本基本方針に基づき，管及び支持構造物の耐震計算を実施した結果を示す旨を記載する。 

(2) 概略系統図及び鳥瞰図 

 a. 概略系統図 

工事計画記載範囲の系統の概略を示した図面を添付する。 

    b. 鳥瞰図 

    工事計画記載範囲の管のうち，最大応力評価点の許容応力／計算応力（以下「裕度」とい

う。）が最小となる解析モデルを代表として解析モデル図を添付する。 

(3) 評価結果 

 a. 管の応力評価結果 

工事計画記載範囲の管のうち，裕度が最小となる解析モデルにおける最大応力評価点の評

価結果を記載する。 

 b. 支持構造物の応力評価結果  

工事計画記載範囲の支持点のうち，支持点荷重が最大となる支持点を代表として，裕度が

最小となる応力分類の評価結果を記載する。 
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（Ⅱ）　計算書
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1.　概要

　　本書は，（Ⅰ）基本方針に基づき，管及び支持構造物の耐震計算を実施した結果を示した

　ものである。

　　評価結果記載方法は以下に示すとおりとする。

 (1)　管

 　　 工事計画記載範囲の管のうち，最大応力評価点の許容応力／計算応力（以下「裕度」と

 　 いう。）が最小となる解析モデルを代表として鳥瞰図及び最大応力評価点の評価結果を記

    載する。

 (2)　支持構造物

 　　 工事計画記載範囲の支持点のうち，支持点荷重が最大となる支持点を代表として，裕度

    が最小となる応力分類の評価結果を記載する。
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2.　概略系統図及び鳥瞰図

 2.1　概略系統図

概略系統図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　

　　　　　　　　(太線） 　工事計画記載範囲の管

　　　　　　　　(破線） 　工事計画記載範囲外の管であって系統の概略を示すた

　めに表記する管

　鳥瞰図番号（代表モデル）

　鳥瞰図番号（代表モデル以外）

　アンカ
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サ
イ

ト
バ

ン
カ

設
備

概
略
系
統
図

サ
イ
ト
バ
ン
カ
建
物

床
ド
レ
ン
サ
ン
プ
タ
ン
ク

屋
外

サ
イ
ト
バ
ン
カ

建
物

S
B-
Y
-1
SP

床
ド
レ
ン
化
学
廃
液
系

床
ド
レ
ン
タ
ン
ク
へ

屋
外

タ
ー
ビ
ン
建
物

S
B-
T-
1

SB-Y-2SP SB-Y-3SP

SB-Y-4SPSB-Y-5SP

サ
イ
ト
バ
ン
カ
設
備

ス
キ
マ
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
へ

サ
イ
ト
バ
ン
カ
建
物

機
器
ド
レ
ン
サ
ン
プ
タ
ン
ク

[
注
]
 
太
線
範
囲
の
管
ク
ラ
ス
は
ク
ラ
ス
３
管
で
あ
り
，

床
ド
レ
ン
サ
ン
プ
ポ
ン
プ

機
器
ド
レ
ン
サ
ン
プ
ポ
ン
プ

 
 
 
 
 
耐
震
重
要
度
分
類
は
Ｂ
ク
ラ
ス
で
あ
る
。
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 2.2　鳥瞰図

　　　　鳥瞰図記号凡例

記　　　号 内　　　　容

　　　　　　(太線） 　工事計画記載範囲の管

　　　　　　(破線） 　工事計画記載範囲外の管であって解析モデルの概略を示すため

　に表記する管

　 　質点

　 　

　 　アンカ

　 　

　レストレイント

　(本図は斜め拘束の場合の全体座標系における拘束方向成分を示

　す。)

　注：鳥瞰図中の寸法の単位は㎜である。
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 3.2　管の応力評価結果

　　　下表に示すごとく最大応力は許容応力以下である。

クラス３管

計算応力 許容応力

Ｓprm Ｓｙ
＊

SB-T-1 ＢＡＳ 153 24 234

注記＊：オーステナイト系ステンレス鋼及び高ニッケル合金については，Ｓｙと1.2・Ｓのうち

　　　　大きい方の値とする。

鳥瞰図
最大応力

評価点

一次応力評価（MPa）

許容応力

状態
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